
市県民税の所得割の税額は、所得額から所得控除を差し引いた課税標準額に対して税率を
かけ、そこから税額控除を引きます（Ｐ16参照）。
所得控除は、納税者に扶養している配偶者や親族がいる、病気や災害などによる出費がある
などを考慮し、納税者の実情に応じて税負担を求めるため、所得金額から差し引くことになって
いるものです。
したがって、所得割が課税される場合は、所得金額が同じであっても、所得控除が大きいかた
の方が、市県民税の税額は小さくなります。控除の種類は、Ｐ21～25をご覧ください。

１　所得控除の減少が所得の減少よりも大きい場合
昨年度まで扶養していた人が扶養から外れた、社会保険料の支払額が小さくなったなどで、
所得の減少よりも所得控除の減少が大きい場合は、課税標準額（Ｐ16参照）が昨年度より
大きくなるため、税額は上がることになります。

２　扶養や控除が適用されていない場合
申告漏れなどのため、本来の扶養や控除が適用されていない場合があります。特に年の
途中で退職し年末調整を行っていない場合、申告がないと給与から天引きされていた社会
保険料分以外の控除は適用されていません。昨年度の納税通知書と比較し、漏れている内容
があればすみやかに申告してください。ただし、株式の配当・譲渡に係る控除は、課税までに
申告がなければ適用できません。
収入が公的年金のみのかたも、市県民税の申告で、税額が下がる場合があります。詳細は
Ｐ６をご覧ください。

所得金額が同じなのに税額が違うのはなぜですか？

私と弟は所得金額が同じですが、市県民税は私のほうが多いです。
どうしてですか？

所得より所得控除の減少の方が大きいことなどが考えられます。

所得が下がったのに税額が上がったのはなぜですか？

昨年度より所得が下がったのに市県民税の税額が上がりました。
どうしてでしょうか。

　所得税と市県民税では同じ控除であっても、控除額が異なります。
　源泉徴収票や確定申告書に記載される額は所得税の控除額ですが、市県民税の特別徴収税額
の決定通知書や納税通知書では市県民税の控除額が記載されています。
　なお、雑損控除、医療費控除、社会保険料控除、小規模企業共済等掛金控除は、所得税と市県
民税の控除額が同じです。

源泉徴収票や確定申告書と市県民税の控除額が異なるのはなぜですか？

会社からの源泉徴収票や確定申告書と、市県民税の特別徴収税額の
決定通知書や納税通知書では所得控除の額が異なっているのです
が、どうしてでしょうか。

所得税と市県民税では所得控除の額が異なります。
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所得金額や税額から差し引きできる金額（所得控除
額・税額控除額）が違うからです。 子ども自身は一定金額を超えると課税されます。

扶養控除は所得が48万円以下であれば対象になります。

子どもがアルバイトをしています。市県民税は課税されますか？
また、私の扶養控除の対象になりますか？

私の子どもがアルバイトをしています。市県民税は課税されるのでしょうか？
また、私の扶養控除の対象になるのでしょうか？

ＱＱ

ＡＡ
１　子どもの課税・非課税について

子どもが未成年者の場合は、前年の合計所得金額が135万円（給与収入のみの場合、収入
204万４千円）を超えると課税されます。
子どもが成年者の場合は、扶養者がいなければ合計所得金額が41万５千円（給与収入のみ
の場合、収入96万５千円）を超えると課税になります（Ｐ３参照）。
なお、学生は、合計所得金額が75万円以下（給与収入のみの場合、収入130万円以下）で、
かつ給与所得等以外の所得が10万円以下の場合、勤労学生控除（26万円）を受けることが
できます。

２　扶養控除について
扶養控除は、16歳以上の生計を一にしている親族で、事業専従者ではなく、前年の合計所得

が48万円以下（給与収入のみの場合、収入103万円以下）であれば、対象にできます。合計
所得金額が48万円を超えると、扶養控除の対象にすることはできません。
生計を一にするとは、生活費を一緒にしていることをいい、必ずしも一緒に住んでいること
は必要ではありません（市外の子どもに定期的に仕送りをしている場合などは、生計を一にし
ていることになります）。

また、16歳未満の年少扶養のかたは扶養控除の対象にはなりませんが、市県民税の課税・
非課税の判定（Ｐ３参照）や他の制度では、年少扶養も含めた扶養人数を用いますので、年末
調整や申告の際は、年少扶養のかたも忘れずに申告してください。
確定申告の場合、第二表の「配偶者や親族に関する事項」へ、市県民税申告の場合、「16歳
未満の扶養親族」欄へ必ずご記載ください。給与支払報告書に記載されていても、確定申告
書に記載がない場合、年少扶養は適用されません。
 
※　税法上の扶養と健康保険の扶養は要件が異なり、別の仕組みです。
　　市県民税は前年の所得（所得税はその年の所得）で扶養を判断しますが、健康保険は
今後の収入見込み額で判断する例が多くなっています。そのため、健康保険の扶養と税法
上の扶養とでは、該当要件が異なる場合があります。
　　保険の扶養の対象範囲等は、加入されている健康保険によって異なりますので、詳しくは
お勤め先や各健康保険の事業所などにお問合せください。

　　なお、国民健康保険には扶養の制度はありません。
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